


 

●前段 

地球温暖化の影響は、増加する異常な高温、頻発する豪雨等に表れています。

COP28では「化石燃料からの脱却を進める」と、曖昧で中途半端な合意に留まり

ましたが、化石燃料を前提とした文明から再生可能エネルギー文明への転換は

「未来への選択」のために緊急の課題です。 

日本は国土の三分の二が山林という世界有数の森林資源大国です。戦後の高度

経済成長下で薪炭から化石エネルギーへ転換すると同時に、森林資源が荒廃し地

域経済の衰退も進んできました。 

しかし、木質バイオマス燃料の利用やガス化熱電併給技術によるエネルギーと

大型木質構造物利用などが広がりつつある時代となり、地域の森林資源を活用す

る脱炭素のまちづくりをめざし、地域循環型社会・経済システムへの取組みが始

まっています。 

「持続可能な森林資源を活用した脱炭素地域づくり」をテーマに開催した内子

町シンポジウムから１年余が過ぎました。そこであらためて、森林・バイオマス

を生かして脱炭素化を図る自治体の事例などを元に、化石文明から再エネ文明へ

の流れを考えたいと思います。 

地球温暖化を止めるのは待ったなしの状況です。世界（地球と社会と人間）が

壊れはじめていることに気付いている人はどれだけいるでしょうか。私たちのラ

イフスタイルを変更し、他人や自然を思いやることと、災害時に誰もが困ること

なく安心して暮らせるように、レジリエンスをしっかり取り入れた脱炭素のまち

づくりが必要です。 

「1.5℃の約束」にはもう間に合わないかもしれないけれど、私たち一人ひと

りが生活レベルでもできることをやっていくしかない、他人ごとではなく自分ご

ととして考え、実践できたらと思います。 

 

NPO法人農都会議主催シンポジウム 

「化石文明から再エネ文明へ ～森林・バイオマスを生かした脱炭素まちづくり」 

 

1. 開催概要 

日 時：2024年 4月 22日(月) 午後 

形 式：配信スタジオ＋オンラインのハイブリッド方式 

参加者：約 200名（Zoomウェビナー参加及び参加申込） 

テーマ：持続可能な森林資源を活用した脱炭素地域づくり 

 

2. プログラム 

開会挨拶：NPO法人バイオマス産業社会ネットワーク理事、 

農都会議アドバイザー  竹林征雄 氏 

司会進行：島根県立大学准教授  豊田知世 氏 

 

第 1部 基調講演 

・「地域の再エネによる熱の脱炭素化」 

東京農工大学大学院教授 秋澤淳 氏 

・「建築物の脱炭素化と木質バイオマスの活用」 

早稲田大学理工学術院教授 高口洋人 氏 



 

第 2部 事例紹介  

・「木質バイオマスがつなぐ地域の山」 

(株)FOREST CYCLE代表取締役 込山 正一郎 氏 

・「レジリエンスとゼロカーボン推進～木質バイオマスセンターの取組～」 

平取町まちづくり課主幹 船越 文弥 氏 

・「森を活かす 千人の村の挑戦」 

群馬県上野村振興課係長 佐藤 伸 氏 

 

 

第 3部 座談会・ディスカッション 

テ ー マ：「木質バイオマスエネルギーを核とした経済循環とまちづくり」 

パネリスト：第 1部・2部講演者 

モデレーター：島根県立大学准教授 豊田知世氏 

閉会挨拶：NPO法人農都会議代表理事 杉浦英世氏 

 

3. 主な講演内容 

・地域の再エネ、特に熱の脱炭素化にバイオマス・太陽熱の活用が有効。分散型エ

ネルギーシステムを進め、持続可能な地域づくりにつなげるべき。（秋澤氏） 

・木造建築増加とともにバイオマスのエネルギー利用も不可欠。林業をエネルギ

ー事業に活用し脱炭素化に貢献できる。バイオマス CHPによる平時・災害時のエ

ネルギー供給が重要。（高口氏）  

  

今回は、「持続可能な森林資源を活用した脱炭素地域づくり」をテーマに開催し

た内子町シンポジウムから 1年余が過ぎ、あらためて森林・バイオマスを生かし

て脱炭素化を図る自治体の事例などを元に、化石文明から再エネ文明への流れ

を考えようと企画したものです。200 名近い方々が Zoom ウェビナーに参加及び

参加申込されました。講師の方々は港区神明いきいきプラザの配信会場へ集ま

り、講演と質疑、座談会・ディスカッションが行われました。 

 

●第１部 基調講演 

〇「地域の再エネによる熱の脱炭素化」 

東京農工大学大学院生物システム応用科学府教授、博士(工学) 秋澤 淳 氏 

  

【講演要旨】 

・熱の脱炭素化は必要不可欠であり、地域の再生可能エネルギーの利用が重要。 

・熱の合理的な利用方法は、再生可能エネルギー資源を温度に応じて使い分ける

こと。熱の質を考慮することが重要であり、エクセルギーの概念がその基礎とな

る。 

・エクセルギーの損失を抑えてエネルギーの効率的な利用を促進するためには、

熱の多段階利用やコージェネレーションシステム（熱電併給）が有効である。 

・これまでの大型火力など集中型のエネルギーシステムでは結局エネルギーの損



 

失が大きい。これからは地域の再エネを使った小型コージェネでの熱電利用（分

散型エネルギーシステム）を進めることが肝要である。 

・太陽熱も地域のエネルギー源として多様な使い方が可能である。東京農工大キ

ャンパスでは、太陽熱を使った冷水製造・冷房システムを運用している。デンマ

ークやカナダでも太陽熱を使った地域熱供給が実用化している。 

・地域資源のバイオマスや太陽光、太陽熱など、今ある再エネ技術を活用すること

で、地域の 2050年カーボンニュートラルが達成できるという試算もされている。 

・地域の脱炭素化は地域経済や産業の競争力を向上させるチャンスであり、持続

可能な地域づくりにも貢献する。再生可能エネルギーがあるところに産業が蓄

積するとも言える。地域が生き残るには、再エネを最大限に活用した脱炭素化の

推進が必須である。 

 

〇「建築物の脱炭素化と木質バイオマスの活用」 

早稲田大学理工学術院教授、博士(工学)  高口 洋人 氏 

  

【講演要旨】 

・日本の人口動態と将来予測によれば、2100年の人口減少（4800万人）で、一人

当たりの木材需要が現状ベース（0.6m3/年）のままでは、林業が産業として維持

できる再造林面積 10 万 ha/年では供給過剰でバランスしない。木材需要を大き

く増やすためには、木造建築の増加と共に木材のエネルギー利用も不可欠であ

る。 

・林業をエネルギー事業として活用することで脱炭素化に寄与できる可能性があ

る。木材資源の地域経済への活用が地域の持続可能な発展につながる。 

・バイオマス CHP を利用したエネルギー供給システムの構築について、平時だけ

でなく、災害時のエネルギー供給を担う地域の防災対策としての有用性が高い。 

・レジリエンス強化や脱炭素の取り組みには、多額の資金が投入されており、多面

的価値を統合して商品化することが望まれるが、課題は成功事例の蓄積と共有、

および人材育成である。 

 

●第２部 事例紹介 

〇「木質バイオマスがつなぐ地域の山」 

株式会社 FOREST CYCLE 代表取締役 込山 正一郎 氏 

 

【講演要旨】 

・富士総業株式会社は木質ペレット製造とバイオマス発電を手がけ、込山氏が社

長の子会社の FOREST CYCLEはペレット・チップの製造を行っている。 

・静岡県小山町は、豊富な森林資源がありながらも人工林の整備が追いついてお

らず、防災の観点からも山林整備が重要視されていた。そこで林業の効率化を目

指した取り組みが行われ、静東森林経営者協同組合など林業関係者や地域住民

の協力により、町の木材循環が段階的に進展し、地域内のバイオマス利用が促進

されている。 



 

・FOREST CYCLE社のチップ・ペレット工場の稼働が核となって、発電のみならず

熱の利用も拡大している。 

・地域共有の山林や効率化林業への理解、そして静東森林経営協同組合の役割な

どが、地域の木材循環の成功に貢献している。今後の課題として、所有者の関与

拡大やバイオマス利用の拡大が挙げられる。 

・木質バイオマスの地域循環は、地域の活性化と環境への貢献につながり、持続可

能な社会を築く上で重要であり、地域の各関係者が協力し、適切な解決策を模索

することが求められる。 

 

〇「レジリエンスとゼロカーボン推進 ～木質バイオマスセンターの取組～」 

平取(びらとり)町まちづくり課主幹  船越 文弥 氏 

  

【講演要旨】 

・平取町は北海道日高地方に位置し、自然とアイヌ文化が豊かな町。農業が中心の

町であり、トマトの生産量は北海道 1位。平成 20年からバイオマス産業都市構

想を策定し、太陽光発電やバイオマス化などの取組みを行ってきた。 

・令和 4 年にはゼロカーボンシティを宣言し、木質チップを燃料とした施設への

電気・熱の供給を開始した。自立型木質バイオマスセンターは災害時のエネルギ

ー確保と地域経済活性化を目指している。 

・再エネ導入の高いポテンシャルがあること、森林吸収量が見込める豊かな森林

があることから、木質バイオマスを中心に国の目標より野心的な 2045年ゼロカ

ーボン達成の目標を置いている。 

・課題として、Volter 機のメンテナンス・交換部品コストが高額なことや、購入

チップ燃料コストが 3300 円/m3 と初期計画より値上がりしている（さらに高騰

の懸念）などでランニングコストが大きな負担となっていること、また、入手チ

ップの品質バラツキが起因でガス化発電が不安定なケースがある等がある。 

 

 

〇「森を活かす 千人の村の挑戦」 

群馬県上野村振興課係長 佐藤 伸 氏 

  

【講演要旨】 

・群馬県の上野村は、人口 1041人であるが、森林資源を活かした持続可能な社会

を目指し、森林整備計画や木質バイオマス利用などの取り組みを通じて、林業の

活性化や再生可能エネルギーの活用を推進している。 

・間伐材利用を A/B材およびペレット化に広げ、森林利用者へ立米当たり A材 3600

円、B材 2400円を還元し、年間 6000m3以上を搬出している。ペレット生産量は

1200トン。 

・ペレット工場は H23年と R1年に設置。これまでにペレットボイラー10基、ペレ

ットストーブ 80台、バイオマス発電 180kWを設置した。 

・2050年に向けた、「Ueno 5つのゼロ宣言」を掲げている。宣言内容は、自然災害



 

死者、温室効果ガス排出、停電、プラスチックごみ、食品ロスをゼロにする取り

組みを展開することである。また、2030年までに民生部門の電力消費に伴う CO2

排出を実質ゼロにする目標を掲げて脱炭素先行地域の指定を受け、太陽光と蓄

電池の設置を含め、EV、省エネ、LED化などを村民向け事業として支援している。 

 

 

●第３部  

「木質バイオマスエネルギーを核とした経済循環とまちづくり」をテーマに、座

談会・ディスカッションと質疑応答が行われました。パネリストは、第１部・２部

の講師の各氏、モデレーターは、島根県立大学准教授 RISTEX研究プロジェクト代

表の豊田知世氏でした。 

 最初に、講演者間で熱心なディスカッションが繰り広げられ、とくに、地域でバ

イオマスエネルギー利用を具体化する際に重要となる、様々なステークホルダー

間の協力をどう取り付けるかが議論となりました。 

 

・材の搬出からバイオマス利用まで小規模でも一回実践して見せると理解が得ら

れやすい。そのためには、どこかの事業体がリーダーシップを発揮してトライし

て見せることがカギとなる。経済性の不安を軽減するには、行政主導が重要であ

る。上野村の場合、村長の強いリーダーシップで関係者間の調整が順調に進んだ

ということがある。 

・バイオマスコージェネでの熱の利用を合理的に進めるには、基本的には近場で

よい需要先が具体化できるのが良い。あらかじめ街づくりの中で計画されてい

るのが望ましい。 

・地域内では、EV を使って家庭のエネルギー収支をとれるとよいという意見もあ

るが、熱に関しては太陽熱温水器をぜひ利用してほしいところ。せっかく導入し

たコージェネの熱が使い切れていないという平取町からの報告もあった。生チ

ップの乾燥に回すことでうまくいっている例もある。 

・バイオマスコージェネを導入したものの、稼働率が想定より低かったり、チップ

価格が計画より高かったりすると、運用コストが経済性を圧迫して地域財政上

足かせになるという課題は共通である。 

 

まとめ 

 今回は、森林・バイオマスを生かして脱炭素のまちづくりを進める方法について

基調講演と事例紹介により理解を深め、現在の化石文明から近い将来の再エネ文

明への流れを身近に考える、たいへん有意義な機会になったと思います。 

 

【所 感】 

本シンポジウムでは、森林・バイオマス活用による脱炭素まちづくりの方法に

ついて理解を深め、化石文明から再エネ文明への流れを考える有意義な機会とな

った。バイオマスエネルギー利用の具体化には、ステークホルダー間の協力、行政

のリーダーシップ、熱需要先の確保などが重要であり、経済性の課題もあるが、地



 

域が一丸となって取り組むことが求められる。 

なかでも共感した特筆すべき点を挙げると、地域の脱炭素化は地域経済や産業

の競争力を向上させるチャンスであり、持続可能な地域づくりにも貢献する。再生

可能エネルギーがあるところに産業が蓄積するとも言える。地域が生き残るには、

再エネを最大限に活用した脱炭素化の推進が必須である。 

私が思うに、市域が広く高低差があり急速な人口減少と人口密度が薄い浜田市

において、森林と海があることを逆手にとり、自然の恵みや廃棄物を利活用する他

が真似できない脱炭素の仕組みづくりを早期に完成させる必要があるはずだ。今

までと同じことをしていては、持続可能なまちになりえないのではないかと危惧

する。 

例えば冬季に暖房費が高騰する中山間地域で、集住を進め分散型小規模発電所

を誘致し、発電の際に発生する熱を暖房や給湯に利用する。もちろん対価は取る。

コストが高ければ、行政として将来世代への投資として支援する。このような柔軟

且つ新しい発想が活かせるまちづくりを目指せば、若者も寄り付くと考える。 


